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第１章 総  則 

第１節 一般事項 
 １．適用範囲    

この特記仕様書は、令和 5 年度埋金浄水場流量計等更新工事に適用するものとする。 

特記仕様書に定めていない事項は、公共工事請負契約約款、及び日本水道協会標準 

仕様書で定めるものとする。 

又、特記仕様書の定めと標準仕様書の定めが異なる場合は、特記仕様書によるものと 

する。 

 

 ２．関係法規の適用基準 

    １）労働安全衛生法 （労働安全衛生規則） 

    ２）電気事業法 

    ３）電気設備技術基準 

    ４）公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編・電気設備工事編） 

    ５）日本産業規格 （ＪＩＳ） 

    ６）日本水道協会規格 （ＪＷＷＡ） 

    ７）日本電気学会 電気規格調査会標準規格 （ＪＥＣ） 

    ８）日本電機工業会規格 （ＪＥＭ） 

    ９）内線規程 

   １０）その他関連法規 （国内法規） 

 

 ３．機器寸法及び配置 

    本仕様書及び設計図書に記載されている寸法及び機器の配置は参考とし、承認図及び

施工図により決定するものとする。 

 

 ４．提出図書 

本契約後、請負者は指定の日までに発注者の定める様式による下記の書類を提出しな

ければならない。また、提出した書類に変更を生じた場合、速やかに変更届を提出する

こと。 

 

    １）契約約款による契約書類一式 

    ２）工事工程表・施工計画書 

    ３）打合せ議事録 

    ４）承認図（機器製作承認図・メーカーリスト・施工図等） 

    ５）試験成績表及び取扱説明書 
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    ６）工事完成図書（Ａサイズにて発注者が指示する部数） 

    ７）工事記録写真帳 

    ８）その他発注者が必要と認めるもの 

 

 ５．保証期間 

    保証期間は引渡し後１年以内とし、その期間内に請負者の責任とみなされる原因によ

って事故（破損及び品質・性能低下等）が生じた場合、無償にて修理又は交換を行い完

全に補修しなければならない。但し、天災その他通常乙のみの責と考えられない場合は、

別途協議するものとする。 

 

 ６．機器及び材料 

    本工事に使用する機器及び材料は下記又は同等品とし、同一品種の材料に対しては 

一社製品を使用するものとする。 

    また、メーカーリスト等を発注者に提出して承認を受けたものとする。 

     

    １）計装機器 

      ・水道用電気計装機器に精通している会社の製品又は同等品以上とする。 

    ２）ケーブル及び電線類 

      ・ＪＩＳ規格又は同等品以上とする。 

    ３）その他 

      ・ＪＩＳによる一般規格品とし適用規格のない特殊品については、発注者の承認

を受けて使用すること。 

      ・制御盤等の改造にあたっては、設備の制御に支障を来す恐れがあることから、 

       既存施設の構造、当該計装設備の仕様、特性に熟知した業者もしくは、業者の 

  立合いの下に施工を行うものとする。 
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第２章 電 気 設 備 

第１節 一般仕様 
    本工事に使用する機器はＪＩＳ、ＪＥＣ、ＪＥＭの各規格に準拠すること。 

 

第２節 計装設備 

 
 １．概要 

   本工事に使用する計装機器は、設計図面を参考とし仕様は下記によるものとし特記な

きものはＪＩＳ・ＪＥＣ・ＪＥＭに準拠すること。 

 

１）発信器、受信器、変換器間に於いては、DC4～20mA（又は DC1～5V 光デジタル信

号）とし、請負者の選定した計器メーカーの都合により、設計図及び設計書の配

線の種類及び芯数の増減が生じても、請負金額の増減は行わないものとする。 

２）発信器、受信器、変換器間の必要な箇所に、使用する計測器と同一メーカー若し

くはそのメーカーの推奨する避雷装置を内蔵又は外付けし、メーカーの指定する

方法で接地工事を行うものとする。 

３）発信器、受信器間の信号線は、誘導障害を生じないように、必要に応じシールド

線を使用し他の配線とのセパレータを行う。 

４）測定範囲は、発注者と協議を行い決定とすること。 

５）流量計変換器、流量計検出器取替・初期調整についてはメーカーの東京計器（株）   

  が行う。 

 

 ２．機器項目 

本工事に含まれる計装機器項目は下記とする。 

１）送水流量計（埋金浄水場）                  １式 

２）配水減圧流量計（埋金浄水場）                １式 

３）返送水流量計（埋金浄水場）                 １式 

４）雨量計（埋金浄水場）                    １式 

 

 ３．機器構成 

 

１）送水流量計（埋金浄水場） 

  機器は既設のメーカーの東京計器(株)製とする。 

      １．数量                          １式 

      ２．主要機器 
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       ア）超音波流量計４００φ                 １台 

（発信器、変換器、専用ケーブル１５０ｍ×２本） 

       イ）現地試験                       １式 

       ウ）その他必要なもの                   １式 

      ３．流量計取替労務費                    １式 

      ４．既設変換器盤機能増設費（対向試験調整費を含む）     １式 

      ５．その他必要なもの                    １式 

 

２）配水減圧流量計（埋金浄水場） 

  機器は既設のメーカーの東京計器(株)製とする。 

      １．数量                          １式 

      ２．主要機器 

       ア）超音波流量計４５０φ                 １台 

（発信器、変換器、専用ケーブル７０ｍ×２本） 

       イ）現地試験                       １式 

       ウ）その他必要なもの                   １式 

      ３．流量計取替労務費                    １式 

      ４．既設変換器盤機能増設費（対向試験調整費を含む）     １式 

      ５．その他必要なもの                    １式 

 

３）返送水流量計（埋金浄水場） 

  機器は既設のメーカーの東京計器(株)製とする。 

      １．数量                          １式 

      ２．主要機器 

       ア）超音波流量計２５０φ                 １台 

（発信器、変換器、専用ケーブル１４０ｍ×２本） 

       イ）現地試験                       １式 

       ウ）その他必要なもの                   １式 

      ３．流量計取替労務費                    １式 

      ４．既設変換器盤機能増設費（対向試験調整費を含む）     １式 

      ５．その他必要なもの                    １式 

 

   ４）雨量計（埋金浄水場） 

     機器は転倒ます型雨量計で 0.1 ㎜、気象庁非検定品。 

     本体の取替及び中央監視盤機能増設。 

      １．数量                          １式 
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      ２．主要機器 

       ア）転倒ます型雨量計 0.1 ㎜、気象庁非検定品        １台                                        

       イ）積算計 パルス積算、アナログ出力付          1 台 

       ウ）現地試験                       １式 

       エ）その他必要なもの                   １式 

      ３．雨量計、積算計取替労務費（機器取付・配管・調整含む）  １式 

      ４．その他必要なもの                                        １式 


